重点 施策 の 概要 j 


利用 者 を 中 心 と し た 
新 時 代 の 金融 サー ビス 


金融 行政 の これ まで の 実践 と 今後 の 方 針 ( 令 和 元 事務 年 度 ) に つい て 





令 和 元 年 8 月 金融 店 


1. 金融 デジ タラ イセ ゼ ーション 戦略 の 推進 ① 





( 1 ) デー タ 戦 略 の 推進 





デー タ が 人 金融 の ビジ ネス モデ ル に 多大 な 影響 
画 個人 情報 保護 等 に 十分 配慮 し た 上 で デー タ の 利 活用 等 を 推進 


タ の 利 活用 に よる 高度 な サ 提供 を 進め る た め 、 情 報 銀 活用 et 
> 0 の 利 活用 に よる 高度 な ービス 是 供 を 進 こめ 、 行 の : 金融 情報 非 金融 
NB. 詳 本間 [資金 供与 」 「 リ スグ 移転 


顧客 の プラ イバシー その 他 の 顧客 保護 を 図る 。 民間 事業 者 に よる 革新 的 な 
本 人 確認 の 実装 支援 な ど デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン に 合わ せ た 取 組み を 推進 


個人 情報 保護 等 に 十分 配慮 し た 上 で 、 個人 情報 以外 の 情報 に つい て は 、 
デー タ ・ フ リー・ フ ロー・ ウ ィ ズ ・ ト ラス ト の 考え 方 に 基づき 、 自由 ・ 安 全 ・ 安 心 な 
デー タ 流 通 を 図る 国際 的 な デー タ 政 策 の 進展 を 踏ま え 対応 


フィ ン テ ッ ク 関 係 者 と の 交流 
(Meetup with FSA よ り ) 
fe NN | 置 





(2 ) イノ ベー ショ ン に 向け た チャ レン ジ の 促進 


画 新た な 金融 サー ビス 創出 を 目指 す 多 様 な プレ ー ヤ ー を 後押し 





ン FinTech Innovation Hub 等 に よる 情報 収集 ・ 支 援 機能 を 強化 


> フィ ン テ ッ ク 関 連 法制 に 関す る 情報 発信 の 強化 な ど 、FinTech サ ポー ト デ ス 


FinTech サ ポー ト デ ス ク に お ける 
ク や FinTech 実 証 実 験 ハバ ブ 等 に よる イノ ベー ショ ン の 支援 を 促進 する ほか 、 





相談 終了 済 案 件 の 対応 期間 
金融 庁 職員 に よる 出張 相談 や フィ ン テ ッ ク 事 業者 等 と の 交流 ・ 情 報 交換 を | " ぶ HI HI 





> オー プン ・ ア ー キ テク チャ を 活用 し た 取組 み を 推進 。 オ ー プ ン API に つい て 
は 、 金 融 機関 と 業者 と の 契約 締結 に 係る 合同 説明 会 ・ 相 談 会 を 実施 する ほ 
か 、 金 融 機関 と 電子 決済 代行 業者 と の 契約 状況 等 に 関す る 調査 を 行い 必 
要 に 応じ て 公表 し 、 両 者 の 協 働 ・ 連 携 を 通じ た オー プン ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン を 推進 


( 交 料 ) 金 融 店 1 日 1 週間 > 2 週間 へ 1 





1. 金融 デジ タラ イセ ゼ ーション 戦略 の 推進 ② 


(3) 機能 別 ・ 横 断 的 法制 の 整備 


還 デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン に 伴う 金融 サー ビス の 変容 に 対応 する た め 、 機 能 ・ リ スク に 応じ た 人 金融 法制 の 整備 を 図る 


と 「 決 済 」 分 野 に つい て 横断 化 ・ 柔 構造 化 を 図り 、 柔軟 で 利便 性 の 高い キヤ ッシュ レス ペイ メン ト 手 段 の 実現 に 向け て 取り 組む 


> 金融 サー ビス 仲介 法制 に つい て は 、 利便 性 の 高い ワン スト ッ プ の チャ ネル の 実現 に 向け て 取り 組む 


「 決 済 」 分 野 の 横断 化 ・ 柔 構造 化 横断 的 な 金融 サー ビス 仲介 法制 


【 (資料) 未来 投資 会 議 (平成 31 年 2 月 13 日 ) 【 (資料) 未来 投資 会 議 (平成 31 年 2 月 13 日 ) 
麻生 金融 担当 大 臣 提出 資料 より 抜粋 】 麻生 金融 担当 大 臣 提出 資料 より 抜粋 】 





利用 者 か ら 決 済 事業 者 へ の 
資金 の 支払 い 






横断 的 な 金融 サー ビス 仲介 法制 


電子 決済 等 代行 業者 保険 仲立 人 
銀行 代理 業者 金融 商品 仲介 業者 保険 募集 人 





デビ ッ ト カ ー ド 


銀行 証券 会 社 ・ 運 用 会 社 保険 会 社 
銀行 と 資金 移動 業 | | 
の 間 の 新た な 類型 (決済 ) (資金 供与 ) (資産 運用 ) ( リ スク 移転 ) 





に 向け た 検討 | 1 件 あたり 
> の 金額 





(4 ) 金融 行政 ・ 金 融 イ ン フ ラ の 整備 
還 効率 的 な 行政 ・ デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 基盤 を 整備 


> 金融 行政 の デジ タル 化 に つい て 、 金 融 機関 か ら の ニー ズ 等 を 踏ま えた 実証 
実験 を 官民 協 働 で 行う な ど 、RegTech/SupTech エ コシ ステ ム の 具体 化 に 向 
けた 取組 み を 進め る 
決済 情報 に 商 流 情報 を 載せ る こと を 可能 と する 全 銀 EDI シ ンス テム の 利用 の 促 


進 、 手 形 ・ 小 切手 機能 の 電子 化 、 税 ・ 公 金 の 収納 ・ 支 払 の 効率 化 等 を 通じ た 
川上 か ら 川 下 まで の 企業 の 財務 ・ 決 済 ブ プロ セス の 高度 化 を 実現 





(5 ) グロ ー バ ル な 課題 へ の 対応 
還 サイ バー セキ ュ リ ティ へ の 対応 や ブロ ッ ク チ ェ ー ン 等 最新 技術 の 動向 把握 な ど 


> 「G20 技術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ ナー」 等 で の 議論 も 踏ま え 、 分 散 型 
金融 レス テム の ガバ ナン ス の あり 方 に つい て 、 当局 、 技 術 者 、 学 識 経 験 者 
等 の 幅広 い ス テー ク ホ ル ダ ー が マル チ ス テー ク ホ ル ダ ー 型 アプ ロー チ で 議 
諭す る ガバ ナン ス フ ォ ー ラ ム ( 仮 称 ) を 開催 


と 「 フ ィ ン テ ッ ク ・ サ ミッ ト 」 等 の 開催 に よる 我が国 フィ ン テ ッ ク 等 の 進捗 を 発信 。 
海外 当局 と の フィ ン テ ッ ク に か か る 協力 枠組 み を 強化 


> 暗号 資産 に 関連 し た 新た な 構想 の 出現 を 踏ま えた 対応 の 検討 
> 外部 委託 先 を 含む サイ バー セキ ュ リ ティ 管理 体制 の 強化 等 を 推進 





実効 性 
効率 性 
柔軟 性 
(連結 性 ) 
速報 性 
(リア ル タ イ ム ) 
双方 向 性 
(デー タ シ ェ アリ 
ング ) 


簡易 性 


RegTech/SupTech エ コシ ステ ム 
の 目指 す コ ン セ プ ト 


金融 機関 の 内 部 管理 、 当 局 の 金融 モニ タリ 
ング の 向上 


金融 機関 の 経営 ・ 当 局 報告 コス ト 、 金融 機 
関 ・ 当 局 の シス テム コス ト の 低減 


新た な 技術 、 非 金融 分 野 の player へ の 対応 も 
可能 


参加 者 が 情報 を リア ル タ イ ム に 把握 
報告 する た め だ け の 一 方 通行 の シス テム で 
は な く 、 参加 者 が 共有 


従来 型 の 重厚 長大 な シス テム で は な く 、 簡 易 
な シス テム で アジ ャ イル に 開発 


共有 され る 情報 に つい て は 機密 性 を 確保 


G20 技 術 革新 に か か る ハイ レベ ル セ ミ ナー 


(出典 )GoodWay 


(2019 年 6 月 8 日 福岡 に て ) 





2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(1) 最終 受益 者 の 資産 形成 に 資す る 資金 の 好 循 環 の 実現 ① 


(1 ) 家計 の 金融 ・ 情 報 リ テラ シー と 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 


・ 結婚 し た い ?(- っ krAe っ d ょ う ) で は い \; 
子ども は 何人 ほし い ? 


画 日 本 が 議長 国 を 務め た G20 に お いて 作成 され た 、「 高 齢 化 と 金融 包摂 」 に つい て の 報 7 ube 
告 書 「 福 岡 ポ リ シ ー・ プ ライ オリ ティ 」 で は 、 デ ジタル 化 の 進展 、 ラ イフ プラ ン 設 計 の 重 ー 
要 性 、 金 融 詐 欺 防止 等 を 踏ま え 、 金融 ・ 情 報 リ テラ シー の 役割 の 重要 性 を 指摘 

画 家計 の 金融 リテラ シー を 関係 する 情報 リテラ シー と と も に 向上 させ る こと を 通じ 、 ラ イ 
フス テー ジ に 応じ た 様々 な ニー ズ に 見 合う 金融 サー ビス を 各個 人 が 適切 に 選択 し 、 
最適 な ポートフォリオ を 構築 で きる よう な 環境 を 総合 的 に 整備 し て いく こと が 重要 

昌 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 推進 の た め 普及 に 取り 組ん で いる つみ た て NISA は 利用 者 ー ーー 
が 増加 し て いる も の の 、 制 度 や その 内 容 を 十分 知る きっ か けが 無い と の 声 も 存在 ED 

駐 : 小字 校 : こ 1 


換 を し た 上 で 、 実 践 的 な 教材 ・ 副 教材 の 作成 ・ 展 開 や 、 大 学 の 教員 養成 課程 へ の 講 


(万 口座 ) 本 
師 派 遺 140 127 万 


リテラ シー の 向上 の た め の 取 組み を 行なっ て いる 関係 組織 と も 連携 し 、 出 張 授 業 、 只 104 万 口座 
セミ ナー、 教 材 の 作成 等 の 施策 を より 効果 的 に 実施 0 88 万 口座 | 



























金融 サー ビス 利用 者 が 金融 商品 購入 時 に 参考 に で きる よう な ベス ト ・ プ ラク ティ ス の | 

















69 万 口座 
提供 60 十 51 万 口座 
デジ タル チャ ネル の 活用 や ポイ ント ・ お つり 投資 を 通じ た 投資 の きっ か け 作 りな ど 、 3 
広範 な 層 に 対す る 多角 的 アプ ロー チ 
月 末 6 月 末 9 月 末 


NISA・ つ みた て NISA の 恒久 化 に 向け た 取組 み 


12 月 末 3 月 末 


2018 年 2019 年 
(資料 ) 金融 庁 4 





2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(1) 最終 受益 者 の 資産 形成 に 資す る 資金 の 好 循 環 の 実現 ② 


(2) 顧客 本 位 の 業務 運営 の 確立 と 定着 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 原則 」 の 採択 社 数 ・ 





「 自 主 的 な KPI」・「 共 通 KPI」 公 表 社 数 


( 社 ) 

00 ロ 原 則 採択 社 数 sg 「'G79 

1.600 | 自主 的 な KPI 設 定 社 数 | 

] 共通 KPI 公 表 社 数 」 
1.313 



























男 「 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 原則 」 を 採択 し た 事業 者 数 は 増加 し て いる も の 











の 、「 原 則 」 の 趣旨 を 自ら 唱 咽 し 、 実 践 する スタ ンス が 欠如 し て いる 事例 が 0 
散見 1.000 
昌 業績 評価 体系 の 見 直し や 顧客 へ の コン サル ティ ング の 充実 等 に 取り 組む 財 
姿勢 は 強まっ て いる が 、 販 売 会 社 間 で の 深度 に バラ ツキ i 
昌 銀行 に お ける 投資 信託 の 販売 額 が 大 幅 に 減少 し て いる 一 方 、 外 貨 建 一 計 | | | | 
時 払い 保険 の 販売 額 が 急増 17/6 17/9 17/12 18/3 8/6 8/9 18/12 19/3 1 
本 hh を 金融 機関 の 取組 み 等 に つい て の 情報 を わか り は の 「 和 WU 人 は 、3 人 の の 25 人 人 9 上 し そい る を も 
ム な ええ やこ 『 資料 ) 金融 店 


銀行 に お ける 投資 信託 銀行 に お ける 外貨 建 一 時 
の 販売 額 払い 保険 の 販売 額 





「 原 則 」 を 自ら の 経営 理念 に 取り 入れ 、 そ の 実現 に 向け た 戦略 ・ 取 組み が 、| “ 
営業 現場 に 浸透 し 、 実 践 され て いる か 、 経 営 者 等 と 対話 

外貨 建 保険 等 の 販売 額 が 増加 し て いる 商品 に つい て 、 営業 現場 に お ける 
顧客 宛 提 案 等 の 実態 や 本 部 に お ける 管理 の 状況 に つい て モニ タリ ング 和 


比較 可能 な 共通 KPI の 時 系列 分 析 結 果 の 公表 等 に より 、 そ の 更 な る 普及 ・ 
浸透 を 図る な ど 、 金 融 機関 の 取組 み の 「 見 える 化 」 を 促進 














50 80 
良質 な アド バイ ス が で きる 人 材 の 育成 や 、 顧 客 の 利益 を 金融 機関 が より ミミ 
う Pa 同 = 義 ミ ; 行 等 9 行 、 銀行 20 行 を 集計 ? 本 等 9 行 、 銀行 20 行 を 集計 。 
目指 し て いく よう な 手数 料 体 系 の あり 方 に つい て 、 金 融 機関 と 議論 i ( 注 2)16 年 度 を 100 と し て 指数 化 。 
( 注 3) 16 年 度 を 100 と し て 指数 化 。 (資料 ) 金 融 庁 
(資料 ) 金 融 店 


2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(1) 最終 受益 者 の 資産 形成 に 資す る 資金 の 好 循 環 の 実現 ③ 


(3) アセ ッ ト オ ー ナ ー の 機能 発揮 


企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 


画 資金 の 好 循 環 に 向け 、 運 用 機関 に 働き か け や モ ニタ リン グ を 行う アセ ッ ト オ ー ナ ー の 機能 受入 状況 
発揮 が 極め て 重要 


金融 法人 の 企業 年 金 
画 企業 年 金 の スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 受入 れ が 増加 ,。 還 非 金融 法人 の 企業 年 金 





経済 界 を は じ め と する 様々 な 関係 者 と の 連携 強化 や 母体 企業 へ の 働き か け に よっ て 、 企 業 


年 金 の 運用 態勢 の 充実 を 促進 
母体 企業 に よる スチ ュ ワ ー ド シッ プ 活 動 に 対す る 理解 を 促進 し つつ 、 企 業 年 金 の スチ ュ _ B 
ワー ド シ ッ プ 活 動 を 後押し 





14/05 15/11 16/11 17/12 18/02 18/12 19/06 


二 (月 末 ) 
(資料 ) 金融 店 


(4 ) 資産 運用 業 の 高度 化 
昌 資産 運用 業 の 高度 化 は 、 資 本 市 場 の 活性 化 や 国民 の 安定 的 な 資産 形成 を 実現 する 上 で 








Ne | 外 放 系 業 者 の 新規 加入 数 の 失 移 
画 投資 運用 業者 は 、 良 好 な 運用 成果 を 上 げ る こと を 通じ て 顧客 の 信頼 を 獲得 し 、 自 ら の 収益 | 間 投 資 軍用 業者 

基盤 を 強固 な も の と する こと が 重要 下 投資 助言 ・ 代 理 業 者 

投資 運用 業者 や 商品 を 選別 する た め の 「 見 える 化 」 や 新規 参入 の 円 滑 化 に より 競争 促進 

を 図る こと で 高度 化 を 推進 

投資 運用 業者 が 目指 す 具 体 的 な 姿 や それ を 達成 する た め の 方 策 の 明確 化 や 、 海 外 の 運 I| 1 iH 

用 会 社 等 の 先進 的 な 取組 み 等 も 踏ま えな が ら 、 運 用 体制 の 整備 等 、 運 用 力 強 化 に 向け た | 。 





業務 運営 態勢 の 確立 を 目指 す 


( 注 ) 金 融 商品 取引 法 の 規定 に より 、 投 資 運 用 業 又は 投資 
助言 ・ 代 理 業 と し て 登録 を 行い 、 日 本 投資 顧問 業 協会 
に 新規 で 加入 し た 外資 系 の 金融 事業 者 の 件 数 
(資料 ) 一般 社 団 法人 日 本 投資 顧問 業 協会 より 金融 庁 作 成 6 





2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 


(1) 最終 受益 者 の 資産 形成 に 資す る 資金 の 好 循 環 の 実現 ④ 


現在 の 市 場 構造 を 巡る 課題 


(5 ) 金融 ・ 資 本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 の 向上 


還 金融 資本 市 場 の 機能 ・ 魅 力 向上 に 向け て 、 必 要 な 対応 ・ 検 討 を 進め て いく 必要 


2020 年 度 上 期 の 総合 取引 所 の 実現 を 目指 す 


証券 取引 所 の 市 場 構造 が 上 場 会 社 の 持続 的 な 企業 価値 向上 と ベン チャ ー 企 業 の 育成 に 資す 
る も の と な る よう 見 直し 


東京 の 国際 金融 セン ター と し て の 地位 向上 に 向け た 取組 み を 推進 


多様 な 社債 が 発行 され る 市 場 の 形成 ・ 発 展 に 向け て 、 調 査 ・ 検 討 を 実施 

受託 者 の 責任 の あり 方 を 含め 、 イ ン ベ ス トメ ント チェ ー ン の 参加 者 の 果たす べき 役割 に つい て 、 
諸 外 国 の 状況 を 参考 と し な が ら 、 調 査 ・ 検 討 を 実施 

網 縮 的 ・ 機 動 的 で 深度 ある 市 場 監 視 の 実施 に 向け 、T「 の 活用 (SupTech) や 市 場 監視 の 手法 等 の 
改善 な ど を 検討 





( 6) コー ポレ ー ト ガバ ナン ス 改 革 
画 投資 家 の 企業 に 対す る 理解 を 深め 、 建設 的 な 対話 の 実質 化 を 促す な ど 、 改 革 の 実効 性 を 高め 
る こと が 重要 
画 企業 情報 の 開示 の 充実 は 、 投 資 家 と 企業 の 建設 的 な 対話 を 促進 し 、 企 業 の 経営 の 質 を 高め 、 
企業 価値 の 向上 を 図る 観点 か ら も 重要 
> 投資 家 と 企業 の 対話 の 深化 に 向け スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド を 改訂 
> 市 場 構造 の 見 直し の 動向 を 踏ま え 、 例 えば 、 グ ロー バル スタ ンダ ー ド に 沿っ た 取締 役 会 の 構成 


な ど 、 各 市 場 の コン セプト に ふさ わし い ガ バナ ンス の あり 方 等 を 検討 
と 有価 証券 報告 書 に お ける 経営 戦略 等 の 記述 情報 の 充実 に 向け 、 特 に 企業 の 経営 者 に 働き か け 








(資料 ) (株 ) 東 京 証券 取引 所 


(eXC1N IE: ギバ 4 の も ルル に に 
(本 年 7/16-18 東 京 開催 ) 


( 注 )International Corporate Governance Network 
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2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(2) 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 と 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 ① 


(1 ) 高齢 者 等 、 障 が い 者 へ の 対応 


画 我が国 で は 、 今後 一 層 高 齢 化 が 進展 、 高 齢 者 の 財産 管理 や ライ フ デ ザイ ン に 対す る 支 
援 が 一 層 重 要 に 
画 障がい 者 の 権利 、 利 益 が 尊重 され る よう 、 必 要 か つ 合 理 的 な 配慮 が 行わ れる 必要 


後見 制度 支援 預金 の 導入 や 認知 症 サ ポー ター の 養成 、 不 測 の 事態 に お ける 預金 の 払 
出し な ど 顧 客 の 事情 に 配慮 し た 対応 の ほか 、 高 齢 者 等 に 対応 し た 金融 商品 や 認知 症 に 


関す る 様々 な 金融 商品 ・ サ ービス の 開発 ・ 普 及 を 後押し 
障がい 者 へ の 対応 に つい て 、 金 融 機関 の 施設 ・ 態 勢 の 整備 、 現 場 職 員 へ の 浸透 の 徹底 





( 2) 岩 災 等 自然 災害 の 被災 者 へ の 対応 


m 大 規模 災害 発生 時 に 、 金 融 機関 に 対し 、「 金 融 上 の 措置 」 要 請 を 行う ほか 、 被 災 者 の ニー 
ズ に 沿っ た きめ 細か な 対応 を 促し て いく こと が 重要 


と 金融 機関 に 対す る 自然 災害 被災 者 債務 整理 ガイ ドラ イン の 周知 に 加え 、 平 時 か ら の 金融 
機関 の 対応 態勢 の 整備 を 促進 


と 災害 発生 時 に は 、 関 係 機関 と 緊密 な 連絡 を と りつ つ 、 金 融 機関 に 対し 「 金 融 上 の 措置 」 に 
関す る 要請 を 行う な ど 、 的 確 な 対応 を 行っ て いく と と も に 、 復 旧 ・ 復 興 に 向け た 、 自 然 災 害 
被災 者 債務 整理 ガイ ドラ イン 等 に 基づく 被災 者 へ の きめ 細か な 対応 を 促進 








後見 制度 支援 信託 等 の 累計 利用 者 数 






































25.000。 十 ] 利 後 見 制度 支援 預 時 人 る ーーーー デ デー 

ョ 後見 制度 支援 信託 
20.000 ーー 
15,000 - 
10.000 
っ ,000 3,405 

の 痕 四 
0 T 
BO 


の 況 等 に つい て 」 
に 金 


自然 災害 債務 整理 ガイ ドラ イン の 利用 状況 





(月 末 ) 


17/3 18/3 19/3 
( 注 ) 累 計 
(資料 ) 一 般 社団 法人 東日本 大 震 災 ・ 自 然 災害 被災 者 債務 
整理 ガイ ドラ イン 運営 機関 資 料 よ り 、 金 融 庁 作成 





2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(2) 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 と 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 ② 


(3 ) 外国 人 へ の 対応 


画 銀行 等 の 預貯金 口座 や 海外 送金 の 利用 に つい て 、 外 国人 の 利便 性 の 向上 等 を 図る と と も 
に 、 マ ネロ ン や 違法 業者 の 利用 等 へ の 対策 が 必要 


と 外国 人 の 預貯金 口座 や 海外 送金 の 円 滑 な 利用 の た め 、 金 融 機 関 に お ける 多 言 語 対応 を 
充実 する と と も に 、 金融 サ ービス の 利用 に 関す る 情報 や 犯罪 等 へ の 注意 喚起 等 を 外国 人 
や 受入 れ 関 係 者 へ パン フレ ッ ト な ど を 用 いて 周知 


マネ ロン 対策 等 の 観点 か ら 、 金 融 機関 に お ける 在留 カー ド に よる 本 人 確認 な ど 外 国人 顧 
客 に 対す る 適切 か つ 継 続 的 な 顧客 管理 の 強化 や 、 外 国人 に 対し 、 無 免許 ・ 無 登録 の 金融 
機関 を 利用 し な いよ う 情 報 の 提供 





(4 ) 不正 利用 ・ 金 融 ト ラブ ル へ の 対応 


画 振り 込め 詐欺 の 手口 は 年 々 巧妙 化し 、 特 殊 詐欺 被害 は 、 認 知 件 数 及び 被害 額 共に 依然 
高 水準 で 推移 

還 スマ ー ト フォ ン 等 を 用 いた 新た な 決済 サー ビス の 利用 が 広まる 中 、 新た な 手口 に よる 不正 
取引 も 発生 


金融 機関 に 対し 振り 込め 詐欺 な どの 特殊 詐欺 に よる 被害 の 未然 防止 策 の 更 な る 実施 等 
を 促す と と も に 、 被害 者 救済 対応 の 状況 を 確認 


イン ター ネッ ト 取 引 等 の 非 対 面 取 引 の 利便 性 に 配慮 し つつ 、 新 手口 の 実態 を 踏ま えた 不 
正 送金 ・ 利 用 被害 へ の 対策 等 を 実施 





平成 29 年 度 末 の 国籍 ・ 地 域 別 在留 外国 人 数 


イン ド ネ シア , 
49,982 , 2% 
タイ , 9 179 , 








その 他 , 
373,339 , 15% 


55,713 , 2% 中 国 , 730,890 , 
29% 

56, 2% = 

ネパール , ーー 


80,038 , 3% 





ブラ ジル , 
191,362 , 7% 


韓国 , 450,663 , 
18% 


ペド oS 
262,405 , 10% 
! 金融 庁 作成 パン フレ ッ ト 対 応 言語 

・ や さ し い 日 本 語 ・ 英 語 ・ 中 国語 ・ 韓 国語 ・ ベ トナ ム 語 
! ・ タガログ 語 ・ ポル ト ガ ル 語 ・ ネパール 語 ・ タイ 語 ! 
: ・ マレ ー 語 ・ ス ペイ ン 語 ・ ビ ル マ 語 ・ ク メー ル 語 ・ モ ン ゴ ル 語 ! 


特殊 詐欺 交付 形態 別 認知 推移 





キャ ッシュ カー ド 
ee 手 交 型 ( 注 ) 


5.000 ーー ーー 
現金 手 交 型 
4000 
3,000 振込 型 
2.000 電子 マネ ー 型 
現金 送付 型 
1,000 
収納 代行 利用 弄 
0 
13 14 15 16 17 18 Cg) 


( 注 ) 最 近 で は 、 警察 官 等 に な りす まし た 犯人 が 、 言 葉 巧 み に 被 害 者 か ら キ ャ ッ 
シュ カー ド を だ まし 取り 、 預貯金 を 引き 出し て し まう 「 キ ャ ッシュ カー ド 手 交 型 」 の 


(資料 ) 警察 庁 資料 より 人 金融 庁 作成 9 


2. 多様 な ニー ズ に 応じ た 金融 サー ビス の 向上 
(2) 多様 な 金融 サー ビス 利用 者 の ニー ズ へ の 対応 と 信頼 感 ・ 安 心 感 の 確保 ③ 


( 5 ) 利用 者 の 声 の 活用 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク 管理 の 向上 


金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に お ける 苦情 ・ 





相談 等 の 受付 状況 


m 金融 機関 が 法令 等 遵守 ・ 利 用 者 保護 ・ 市 場 の 公正 を 確保 し た 業務 運営 を 行う こと を 後 押 
し する た め 、 当 局 と し て も 多様 で 幅広 い 情報 を 収集 ・ 分 析 し 、 金 融 機 関 の 経営 リス ク 管 werwm 
理 に 与え る 影響 を 評価 する 必要 


投資 商品 等 


コン プラ イア ンス ・ リ スク を 早期 に 特定 ・ 評 価 す る た め 、IT を 用 いて 、 当 局 に 寄せ られ た 苦 ーー 
情 ・ 相 談 の 分 析 を 高度 化 さ せる と と も に 、 内 外 の 規制 経済 情 勢 に 関す る 幅広 い 情報 を ーー 





収集 "= 分 析 貸金 等 

経営 陣 の 姿勢 、 内 部 統制 の 仕組 み 、 企 業 文化 等 の 着眼 点 を も と に 、 企 業 価値 向上 に 向 | mtot に 

けた 金融 機関 の コン プラ イア ンス リス ク 管 理 の 高度 化 に 係る 対話 を 実施 0 2.000 4.000 6.000 8.000 10.000 12,000 
te て 2019 年 3 月 の 受付 状況 


( 6 ) 暗号 資産 (仮想 通貨 ) へ の 対応 


主要 な 暗号 資産 の 価格 の 推移 





画 暗号 資産 の 流出 事案 の 発生 や 、 上 場 企業 ・ 海 外 業 者 に よる 暗号 資産 交換 業者 へ の 出 







資 ・ 買 収 等 、 環 境 変化 に 応じ た 機動 的 な リス ク 管 理 態勢 の 構築 等 が 重要 20 2017/4/1 の 価格 を 
画 利用 者 保護 の 確保 を 通じ た 事業 者 の 信頼 性 向上 は イノ ベー ショ ン の 大 前 提 で ある こと に 留 25 1 と し た 場合 


意 し つつ 、 引 き 続 き 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン と 利用 者 保護 の バラ ンス を 図る こと が 重要 20 半生 


ーー イー サリ アム 
首 号 資産 に お ける 環境 変化 を 踏ま えた 資金 決済 法 等 改正 法 の 円 滑 な 実施 に 向け て 、 政 
府 令 ・ 事 務 ガ イド ライ ン の 改正 や モニ タリ ング 体制 ・ 手 法 の 検討 、 自 主 規 制 機能 の 早期 確 


立 の 促進 な どの 取組 み を 着実 に 推進 


首 号 資産 を 巡る 新た な 動き を 踏ま えた 、 フ ォ ワ ー ド ルッ キン グ な モニ タリ ング の 実施 及び 5 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 
海外 当局 等 と の 連携 の 強化 





(資料 )CoinMarketCap よ り 金融 庁 作成 
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3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ① 





(1 ) 内 外 経済 ・ 金 融 市 場 動 向 、 我 が 国 金融 シス テム の 現状 
還 内 外 経済 は 緩やか に 回 復 し て いる が 、 通 商 問題 や 欧州 情勢 の 先行 き 等 で 不 確 実 性 は 高まっ て いる 。 内 外 経済 の 動向 や 緩和 的 な 金 
融 環境 の 長期 化 で 拡大 し た 利回り 追求 の 動き に よる 、 リ スク 性 資産 の 市 場 動向 に 注意 が 必要 


画 我が国 の 金融 レス テム は 総じて 安定 し て いる が 、 低 金利 環境 の 影響 等 に より 銀行 の 収益 力 は 低下 し て お り 、 海 外 業 務 の 拡大 や 不動 
産 向け 貸出 の 増加 等 、 収益 機会 を 求め た 行動 が 見 られ る 。 今後 、 ク レジ ッ ト サ イク ル が 反転 し た 際 は 、 与信 コス ト が 上 昇 し 、 収 益 力 が 





一 層 低 下す る 可能 性 
EE【 ク 5 と ヨコ (の た 2 オフ ィ ス 価格 の 推移 みき に | 信用 コス ト 率 の 推移 
( 光 円 ) 主要 行 等 (bp) 
ee 120 ーー 信用 コス ト 率 (主要 行 等 ) 
ーー 米国 190 
ーー テー 信用 コス ト 率 (地域 銀行 


180 


170 


160 





07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18. 
っ 人 円) 地域 銀行 9 


150 
140 


130 


120 





110 





07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
(年 度 ) (年 度 ) 
敵 =k 南宮 共生 
15 16 17 18 10/10 12/10 14/10 16/10 18/10 ーー 信用 コ Ee 証券 売買 
(年 末 ) コア 業務 純益 ーー 一 当期 純 利益 

( 注 1) PMI(Purchasing Managers′Index) は 、 購買 担当 者 へ ( 注 ) 2010 年 10 月 1 日 三 100 と し て 指数 化 。 直近 は 2019 年 4 月 。 ( 注 ) 期中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。  ( 注 1) 期中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い 。 

の アン ケー ト 調 査 を 基 に 景況 感 を 指数 化し た も の 。 50 (資料 ) 一 般 財 団 法人 日 本 不動 産 研究 所 (資料 ) 金融 店 ( 注 2) 信用 コス ト 率 三信 用 コス ト 額 / 貸 出 金 残高 

を 超え る と 改善 、 50 未 満 だ と 悪化 を 示す 。 (資料 ) 金融 店 


( 注 2) 米国 は ISM 製 造 業 景況 感 指数 、 ユ ー ロ 圏 は マー ク 

Mg 中 国 は 国家 統計 局 と 中 国 物流 購買 
会 に よる 製造 業 PMI。 2019 年 7 月 。 ] 1 
(資料 ) Bilbombere 





3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ② 





(2 ) 地域 金融 : 地域 金融 機関 を 巡る 経営 環境 

還 地域 銀行 の 決算 の 状況 を 見 る と 、 コ ア 業 務 純 益 ( 投 信 解 約 損益 除く ) は 貸出 利彰 の 縮小 か ら 低下 傾向 で 推移 。 信 用 コス ト の 増加 な ど 
も 加わ り 、 当 期 純 利益 も 低下 傾向 

還 信用 コス ト 率 は 、 景 気 が 緩やか に 回 復 する 中 で 、 過 去 の 平均 と 比べ て 極め て 低い 水準 で 推移 し て いる も の の 、2017 年 度 以降 は 上 昇 し 
て お り 、 今後 注視 し て いく 必要 

還 地域 銀行 の 運用 する 国債 ・ 地 方 債 の 約 4 割 が 今後 3 年 間 以 内 に 償還 。 今後 と も 、 地 域 金 融 機関 の 経営 体力 や リス クコ ント ロー ル 能 力 
に 見 合っ た リス ク テ イク 等 の 観点 も 踏ま えて 、 モ ニタ リン グ を 実施 

晶 持続 可能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健全 性 の 確保 の 観点 か ら 懸 念 の ある 地域 金融 機関 に 対し て は 、 早 期 警 戒 制度 を 活用 し 、 早 め 早 
め の 経 営 改善 を 促す 


地域 銀行 の 決算 の 動向 地域 銀行 の 信用 コス ト 率 の 推移 地域 銀行 の 有価 証券 の 保有 状況 


(2019 年 3 月 末 時 点 ) 


(bp) 国債 ・ 地 方 債 33 兆 円 





ー ョ ー 信用 コス ト 率 (地域 銀行 ) 








その 他 の 証券 
28% 
80 兆 円 
株 式 
9% 1 年 超 3 年 
2 15 光 円 
区 = ご その他 sq 法人 税 等 0 21% 1 年 以内 償 直 ルー 4 
信用 コス ト デー= 有 価 証券 売買 損益 等 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 全体 の 2 割 
投信 解約 損益 時 呈 コア 業務 純益 (投信 解約 損益 除く 本 
ゃ ー 当期 純 利益 度 
( 注 1) 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い ( 注 1) 期 中 合併 に お ける 非 存続 金融 機関 の 計数 は 含ま れ な い (資料 ) 各 社 公表 資料 より 、 金 融 庁 作 成 
( 注 2) 有価 証券 売買 損益 等 三 株 式 3 勘定 尻 十 債券 5 勘定 尻 ( 注 2) 信 用 コス ト 率 三信 用 コス ト 額 / 貸 出 金 残高 
( 注 3) 信 用 コス トニ (一 般 貸 倒 引当 金 繰 入 額 十 個別 貸 倒 引当 金 繰 入 額 十 特定 海外 債権 ( 注 3) 信 用 コス トニ (一 般 貸 倒 引当 金 繰 入 額 十 個別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 十 特定 海外 
引当 勘定 繰 入 額 十 貸出 金 償 却 ) 一 ( 貸 倒 引 当 金 戻入 益 十 償却 債権 取立 益 ) 債権 引当 勘定 繰 入 額 十 貸出 金 償却 ) 一 ( 貸 倒 引 当 金 戻入 益 十 償 却 債権 取立 益 ) 


(資料 ) 金融 庁 (資料 ) 金融 店 12 


3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 レス テム の 安定 の 確保 ③ 
( 2 ) 地域 金融 : 金融 仲介 機能 の 発揮 状況 


画 金融 仲介 機能 の 発揮 に つい て は 一 定 の 進展 。「 企 業 ア ン ケ ー ト 調査 」 に よれ ば 、「 自 社 の 経営 課題 に つき 地域 金融 機関 が 納得 感 の ある 分 析 
や 対応 を 行っ て いる 」 と 考え る 企業 が 約 半 数 (539%6) (「 金融 仲介 機能 の ベン チマ ー ク 」 か ら も 、 事業 性 評価 に 基づく 融資 の 進展 が 見 て 取れ る ) 


還 また 、 こ の うち の 9 割 弱 (8696) の 企業 が 、 金 融 機 関 こ の 取引 継続 を 強く 希望 。 企業 の 経営 課題 に 耳 を 傾け 、 企 業 と の 間 で 認識 を 一 致 さ せ て 
共通 理解 の 醸成 を 進め て いく こと が 、 金融 機関 の 安定 的 な 顧客 基盤 の 確保 に も 寄与 


箇 金融 機関 に よる 融資 以外 の サー ビス 提供 を 望む 企業 は 少な く な いぬ が 、 実 際 に 金融 機関 か ら 経営 改善 支援 サー ビス の 提案 を 受け た 企業 
は 約 3 割 (融資 等 の 提案 を 受け た 企業 は 約 6 割 )。 地域 金融 機関 に よる 、 企業 ニー ズ の くみ 取り と これ に 応じ た 各種 サー ビス 提供 を 期待 
(※) 過 去 1 年 間 で 金融 機関 か ら の 「 融 資 を 必要 と し な か っ た 」 と する 企業 の うち 、 7 割 超 が 融資 以外 の 「 サ ービス 提供 」 を 受け た いと 回 答 









































































































事業 性 評価 の 進展 状況 地域 金融 機関 の 取組 課題 
es ET (平成 30 年 度 企業 アン ケー ト 調 査 結果 より ) 
呈 の ベン チマ ー る ー \ 金言 
ス 、 く た ーーー ト きき 4 0 a Q. 過 去 1 年 間 に つ いて 、 取引 金融 機関 の 担当 者 は 、 
企業 アン ケー ト 調 査 の 結果 (事業 性 評価 に 基づく 与信 先 数 ・ 融 資 額 の 全体 に 占め る 割合 の 推移 ) 貴社 を 訪問 し た 際 、 ど の よう な こと を し て くれ まし た か 。 
(複数 回 答 可 ) 
4096 ピー ニー ニー ニー ニニ ニーー ニ ニー ニニ ー ニ ーー ニニ ニー ニニ ニニ ニニ ニニ ー ニ コニー ニー ニー ニニ ニニ ニニ 0% 20% 40% 60% 80% 100% 
① 経 営 課題 等 を 
聞い て くれ る 30.8696 事業 に 関す る 対話 
30% ト ---------ーーーーーーーーーーーーーー ニ ーー ささ 200 ーー ニニ ーー ピ 二 ーーーー 
の 8 お 2 22.7596 財務 経営 状況 の 分 析 
果 等 を 伝え て くれ る 18.42% 17.95% 
EE 賀 金 繰り の 相談 、 融 資 の 提案 
③ ② か つ 、 フ ィ ー ド ピ 
バッ ク 内 容 に 納得 感 10.68% 経営 改善 支援 上 *2 の 提案 
が ある 8.23% 経営 改善 支援 9- じ 2 の 提案 
! 10% 上 ト -- こ ここ ーー ニニ ニョ テー 人 衝 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--ー-- 
! a | 行 の 金融 商品 勧誘 
a f 5 安定 的 な 顧客 に 
③ の うち 、 取 引継 続 意向 \ 86% / 基盤 の 確保 0% a 
aa 15 16 17 18 (年度 ) 特段 内 容 の な い 日 常 会 話 が 中 心 ロ 全 回 答 (n=8011) 
是非 、 取 引 を 継続 し た い ロロ その 他 の 回 答 =e 王 事業 性 評価 に 基づく 与信 先 数 の 全体 に 占め る 割合 ! ロロ 正常 先 上 位 (n=1586) 
0 その 他 上 ロロ 正常 先 下位 (n=4645) 
※) な お 、③ 以 外 の 先 の うち 、「 是 非 、 取 引 を 継続 し た い 」 と 回 答 し た 者 は 約 6 割 事業 性 評価 に 大 づく 融資 額 の 全 体 に 占め る 割合 = 











ロロ 要 注意 先 以下 (n=1777) 


( 注 )16/3 期 ~19/3 期 の 4 期間 に お いて 全て の 計数 の 確認 が で きる 地域 銀行 に 
( 注 ) メ イン バン ク に つい て 集計 (n=8,057) WM 着 Pi 上 ( 注 ) メ イン バン ク に つい て 集計 13 
(資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金 融 庁 (資料 ) 金 融 庁 


3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ④ 





(2 ) 地域 金融 機関 の 対応 と 課題 


画 地域 金融 機関 は 、 安 定 し た 収益 と 将来 に わた る 健全 性 を 確保 し 、 金 融 仲 介 機 能 を 十分 に 発揮 する こと に よっ て 、 地 域 企業 の 生産 性 向上 
や 地域 経済 の 発展 に 貢献 する こと が 求め られ る 


画 その た め 、 地 域 金 融 機 関 の 経営 者 は 確固 た る 経営 理念 を 確立 し 、 そ の 実現 に 向け た 経営 戦略 の 策定 と その 着実 な 実行 、PDCA の 実践 を 
図る こと が 重要 (下図 参照 ) 


当局 は 、 地 域 金 融 機 関 の 各 階層 (経営 トッ プ か ら 役 員 、 本 部 職員 、 支 店 長 、 営 業 職員 ) 、 社 外 取締 役 と フラ ッ ト な 関係 で 対話 を 実施 。 対 


話 に あたっ て は 、 心 理 的 安全 性 (※) を 確保 する こと に 努め る 
※ 心 理 的 安全 性 : 一 人 ひと り が 不安 を 感じ ? こ と な く 、 安心 し て 発言 行動 で きる 場 の 状態 や 雰囲気 


計 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構 全 








(経営 陣 ) 社外 役員 も 交え た 評価 ・ 進 捗 管理 
@ 経営 理念 の 浸透 と 、 理念 と 実践 の 整合 性 チェ ッ ク 
@ 経営 理念 と 整合 的 な (本 部 ) ポー ト フ ォ リ オ 全 体 の 分 析 や ビジ ネ 
経営 戦略 ・ 計 画 の 策 @ コス ト ・ リ ター ン の バラ ンス の 確保 スラ イン 毎 の 経営 分 析 


[ニニ] 


OE ベン チマ ー ク (自己 点検 ・ 評 価 )、 企 
(営業 店 ) 業 アン ケー ト 調 査 (顧客 評価 ) 


@ 顧客 本 位 の 営業 経営 戦略 の 実践 を 阻害 する 要因 の 
e 経営 戦略 の 実践 特定 





3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ⑤ 





心理 的 安全 性 の 確保 に よる 金融 機関 
a = 経営 陣 取締 役 会 等 に よる 
賠 達 な 議論 の 促進 4 Ns | ガバ ナン ス 
、2xz ST 還っ (大 き な 戦 略 等 に 方 向 性 と 
時 実効 的 な 規律 付け ) 







・ 着 実に 実行 する た め の 態 勢 ・PDCA の 実践 
・ 的 確 な 現状 分 析 に 基づい た 経営 戦略 (RAF な ども 活用 ) 





・ 経 営 理念 の 理解 


・ ノルマ 至上 主義 4 請 
・ 心 理 的 プレ ッ シ ャ ー ーー ・ 気 付き や アイ デア の 共 
・ 不 明確 な 指示 本 部 長 ・ 執 行 役員 | 顧客 視点 の 改善 提案 


等 へ の 留意 等 の 浸透 
N 
| | 企業 ・ 顧 客 
本 部 / 










金融 機関 の 将来 に わた る 


ト ・ 





3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 レス テム の 安定 の 確保 ⑥ 
( 2 ) 地域 金融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た パッケージ 策 





地域 銀行 に お ける 競争 政策 の あり 方 

> 地域 銀行 に よる イン フラ 的 サー ビス の 維持 と 地域 経済 ・ 産 業 の 再生 を 図る た め 、「 成 長 戦略 実行 計画 」 に 基づき 、 独占 禁止 法 の 適 
用 除外 に 係る 特例 法 の 制定 に 向け 関係 省庁 と し て 協力 

地域 金融 機関 の 業務 範囲 に 係る 規制 緩和 等 
地域 企業 の 生産 性 向上 等 に 向け た 金融 機関 の 取組 み を サポ ー ト する た め 、 地 域 活性 化 や 事業 承継 等 を 円 滑 に 実施 する た め の 議 決 
権 保 有 制 限 (596 ル ー ル ) の 緩和 や 、 地 域 商社 へ の 59%6 超 の 出資 を 可能 に する な どの 、 業 務 範 囲 に 関す る 規制 緩和 等 を 実施 
金融 機関 が 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク の 低減 を 図り つつ 、 柔 軟 な 人 材 配 置 を 行う こと で 、 人材 ( ヒ ュー マン アセ ッ ト ) の 育成 と これ を 
通じ た 良質 な 顧客 向け サー ビス の 提供 に 取り 組み や すく な る よう 、 人事 ロ ー テ ーション 等 に 関す る 監督 指針 の 規定 を 見 直し 
他 の 金融 機関 向け 出資 に 係る 制限 (ダブ ルギア リン グ 規 制 ) の 特例 承認 に つい て 、 地 域 の 金融 仲介 機能 の 継続 的 な 発揮 に 資す 
る 一 定 の 出資 等 を 対象 範囲 と た する よう 、 告 示 等 を 見 直し 





経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 
と 円 滑 な 事業 承継 を 促す 観点 か ら 、 事 業 承 継 時 に 焦点 を 当て た 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 特 則 の 策定 に 取り 組む と と も 


に 、 金 融 仲 介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる KPI(「 事業 承継 時 の 保証 徴 求 割合 」、「 新 規 融 資 の うち 経営 者 保証 に 依存 し な い 
融資 割合 」) を 設定 

将来 に わた る 規律 付け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 

> 地域 金融 機関 の 将来 に わた る 健全 性 を 確保 する た め の 規 律 付け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 と し て の 機能 も 視野 に 入れ 、 預 金 保険 料率 
の あり 方 の 方 向 性 に つい て 、 関係 者 に よる 検討 

地域 金融 機関 の ガバ ナン ス 機 能 の 向上 

> 人 金融 機関 と 当局 の 双方 が より 具体 的 か つ 深度 ある 対話 を 行い 、 金 融 機関 内 で の 自発 的 な 議論 が 活発 に 行わ れる よう 、 地域 金融 
機関 の 経営 ・ ガ バナ ンス の 改善 に 資す る 主要 論点 (コア ・ イ シュ ー) を 策定 する と と も に 、 社外 取締 役 へ の 情報 発信 (対話 を 含む ) 
を 充実 

持続 可能 な ビジ ネス モデ ル に 関す る 探究 型 対話 の 実践 

> 確固 た る 経営 理念 の 下 で の 戦略 ・ 計 画 の 実行 、PDCA の 実践 状況 等 に つい て 、 地域 金融 機関 の 各階 層 ( 経 営 ト ッ プ か ら 役 員 、 本 
部 職員 、 支 店 長 、 営 業 職員 ) 、 社 外 取 締 役 と の 探究 型 対話 を 実施 。 対話 に 当たっ て は 、 心 理 的 安全 性 を 確保 する こと に 努め る 。 














3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ⑦ 





(3) 大 手 銀行 グル ー プ 
画 収益 手段 の 拡大 ・ 多 様 化 を 企図 し て 海外 業務 や グル ー プ 連携 業務 を 推進 し た 結果 、 抱 える リス ク は 多様 化 ・ 複 雑 化 
モニ タリ ング 態勢 の 強化 


と 統一 的 目線 に よる 横断 的 検証 の た め の 水 平 的 レビ ュー の 実施 > 内 外 拠点 実地 調査 や 海外 当局 と の 緊密 な 意見 交換 
> 金融 機関 が 抱え る 様々 な リス ク に 対す る 包括 的 な 検証 と 課題 の 根本 原因 を 追究 する た め の 経 営 陣 等 と の 対話 
> 金融 業 を 取り 巻く 環境 変化 に 伴う リス ク 変 容 の 早期 の 把握 


モニ タリ ング の 着眼 点 


I . グル ー プ ベー ス 、 グ ロー バル ベー ス の ガバ ナン ス 態 勢 の 構築 


① 海 外 拠点 ガバ ナン ス 、② グ ルー ブ 内 子 法人 ( 銀 信 証 等 ) の 連携 と 持株 会 社 の 役割 、③「3 つ の 防衛 線 」 の 実効 性 (含む 審査 態勢 ・ 内 部 


監査 の 実効 性 及び 人 材 の 確保 ・ 育 成 ) 、、④ リ スク ・ ア ペタ イト ・ フ レー ム ワ ー ク (RAF) の 高度 化 と 実効 性 確保 等 


IL. クレジット サイ クル の 転換 を 見 据え た 対応 


① レ バレ ッ ジ ロー ン /CLO 投 資 の リス ク 管理 、② 与 信 先 集中 管理 (大 口 集中 及び 業種 集中 (特に 不動 産 、 エ ネル ギー) ) 、③ 先 行き を 見 据 
えた 予想 損失 に 基づく 引当 、〈④ ス トレ ステ スト の 活用 ・ 高 度 化 等 


下 . ビジ ネス モデ ル の 変化 と リス ク 管 理 の 高度 化 
① ス トレ ス 環 境 に 備え た 流動 性 資産 確保 や 外貨 建て バラ ンス シー ト の 持続 的 な コン トロ ー ル 策 な どの 外貨 流動 性 リス ク 管 理 、② リ スク 
テイ ク 領 域 の 拡大 に 伴う リス ク 管 理 、③ 信 託 業務 の 拡大 に 伴う リス ク 管 理 、④ 政 策 保有 株 式 の 縮減 、⑤⑥ デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン と IT リス ク 
管理 、⑥AML・ サ イ バ ー セ キュ リティ 、⑦SDGs 等 
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3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ⑧ 





(4) 保険 会 社 


【 顧 客 本 位 の 業務 運営 の 定着 】 
中 販売 の 現場 に お いて 、 顧 客 意向 等 の 適切 な 把握 、 最 善 の 商品 の 提案 を 行う と と 
も に 、 丁寧 な 説明 を 通じ て 顧客 の 理解 を 得る こと が 重要 
※ これ まで の モニ タリ ング に お いて 、 外 貨 建 保険 に つい て の 苦情 が 増加 し て お り 、 特に 、 商 品 の 
内 容 を 十分 に 理解 し て いな い 顧 客 に 販売 し た こと に 起因 する も の が 多く 認め られ て いる 。 


商品 審査 の 段階 か ら 、 従 来 以 上 に 、 商 品 の 狙い ・ 見 込み 顧客 層 、 保 険 募集 管 
理 等 の 態勢 整備 の 状況 を 確認 


経営 レベ ル で どの よう な 議論 や 取組 み が 行 われ て いる か 、 包括 的 に モニ タリ ン 
グ を 実施 
【 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 】 


画 長寿 化 に よる 医療 ・ 介 護 負 担 増 や デジ タラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 に 伴う 保険 ニー 
ズ の 変化 、 自 然 災害 の 激甚 化 等 に に る リス ク の 変化 へ の 対応 が 重要 


と 近年 の 大 規模 風水 災 等 の 頻発 な ど 、 自然 災 害 の 激甚 化 等 の リス ク 変 化 に 応じ 
た 保険 会 社 の リス ク 管 理 態 勢 の 高度 化 を 促進 

と 経済 価値 ペー ス の 新た な ソル ベン シー 規制 に つい て 有識者 会 議 で 議論 する な 
ど 、 モ ニタ リン グ の 高度 化 を 推進 


【 ガ バナ ンス の 機能 発揮 】 
画 上 記 の 課題 に 対応 する た め 、 経 営 全般 に わた る ガバ ナン ス の 機能 発揮 が 必要 


と 上 記 の モニ タリ ング に お いて 、 取 締 役 会 等 が 重要 な 経営 判断 の 過程 に お いて 
深度 ある 議論 を 行っ て いる か 等 を 注視 








と 特に 、 海 外 子 会 社 管理 に お いて 取締 役 会 等 が 実効 的 な ガバ ナン ス 機 能 を 発 
揮 し て いる か 、 モ ニタ リン グ を 実施 





外貨 建 保険 ・ 年 金 件 数 、 苦 情 件 数 ( 新 契 約 関連 ) 


(件 ) (万 件 ) 
90 


3,000 

還 還 還 新 契 約 件 数 ( 石 軸 ) | go 
2,500 - 2,543 
ー 一 苦情 受付 件 数 ( 左 軸 ) 62 ト 70 





(資料 ) 生 命 保険 協会 より 金融 店 作成 


過去 の 風水 災 等 に よる 支払 保険 金 (1970 年 以降 ) 


3 に コ 
DO4 災害 名 支払 件 数 支払 保険 金 









2 平成 3 年 台風 19 号 607,324 件 5,680 億 円 
3 平成 16 年 台風 18 号 427.954 件 3.874 億 円 
4 平成 26 年 2 月 雪害 326,591 件 3,224 億 円 
5 平成 11 年 台風 18 号 306,359 件 3,147 億 円 


8 平成 27 年 台風 15 号 225,523 件 1.642 億 円 


9 平成 10 年 台風 7 号 181.278 件 1.599 億 円 


10 平成 16 年 台風 23 号 144.364 件 1.380 億 円 


( 注 )2019 年 3 月 末 現 在 
(資料 ) 日 本 損害 保険 協会 より 金融 店 作成 1 8 


3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ⑨ 








画 足元 で 上 厳し い 収益 環境 に 置か れる 中 、 売 買 委託 手数 料 等 の フロ ー 収 益 中 心 で な く 、 市場 ・ 景 気 動 向 の 影響 に 左右 され に くい 安定 的 な 
収益 ・ 財 務 基 盤 の 構築 が 課題 


画 顧客 層 の 高齢 化 、IT 化 の 進展 に 伴う 取引 チャ ネル の 多様 化 等 、 取 り 巻 く 環境 変化 を 踏ま は それ ば 、 既存 の 営業 体制 を 前 提 と し た ビジ ネス 
モデ ル で は な く 、 スト ッ ク 収 益 を 重視 する 戦略 へ の 転換 、 フィ ン テ ッ ク の 活用 、 地 域 に お ける 他社 と の 連携 を 模索 する な ど 、 将来 に わた っ 
て 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し て いく こと が 重要 

画 市 場 の ゲー トキ ー バ パー の 役割 を 果たす た め 、 法 令 等 の 趣旨 や 目的 を 踏ま えた 実効 性 の ある コン プラ イア ンス 態勢 を 構築 する こと が 重要 


全国 証券 会 社 の 決算 日経 平均 株 価 ・ 東 証 一 部 内 国 株 売買 代金 の 推移 ーー 





ネッ ト 系 証券 会 社 5 社 の 割合 (2018 年 度 


(売買 代金 単位 : 千 億 円 ) (単位 : 円 ) 
(損益 単位 : 億 円 ) 
20,000 r 「 25,000 


ビデ 経常 損益 ( 左 軸 ) 
本 還 当期 純 損益 ( 左 軸 ) 
15,000 上 ーーー 東証 一 部 内 国 株 売買 代金 ( 左 軸 ) 


| 20,000 
ーー 日 経 平 均 株 価 ( 右 軸 ) 


10.000 ト 
ト 15,000 


ンー A= ~~ = on 
イ a ba トド 
5.000 上 ルン ヽ 、、 
a | 冊 |N  ~ ょ ----、、 
同上 貼 ---N__ ン > | 10,000 
0 1 1 1 T 1 1 T 1 T 1 1 T 1 T T 1 T 1 1 


| 5,000 
4 5.000 上 






























































mm ネッ ト 系 証券 会 社 5 社 = その他 


( 注 1) 個 人 株 式 等 委託 売買 代金 は 、 東 証 ・ 名 証 1 部 ・2 部 等 に お ける 、 株 








4 10,000 - - 0 式 、ETF 及 び REIT の 現物 取引 及び 信用 取引 を 含む 
98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 (年 度 ) ( 注 2) ネ ッ ト 系 証券 会 社 の うち 口座 数 上 位 5 社 を 集計 
(資料 ) Bloomberg、 日 本 証券 業 協会 、 日 本 取引 所 グル ー プ 資料 より 、 人 金融 庁 作成 (資料 ) 日 本 取引 所 グル ー プ 、 金 融 庁 


以下 の 課題 へ の 対応 を 含め 、 適 切な ガバ ナン ス 機 能 の 発揮 に つい て 、 経 営 陣 等 と の 深度 ある 対話 を 実施 
と 金融 ビジ ネス 環境 の 変化 を 踏ま えた 、 持 続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 





と プリ ン シ プ ル ・ ベ ー ス の 実効 性 の ある コン プラ イア ンス 態勢 及び 顧客 の 利益 を 尊重 し た 業務 態勢 の 構築 


3. 金融 仲介 機能 の 十分 な 発揮 と 金融 ンス テム の 安定 の 確保 ⑩ 
( 6 ) 外国 金融 機関 





外国 金融 機関 は 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の 進展 等 の 環境 変化 の 下 、 グ ルー ブ 全 体 の 経営 戦略 や ビジ ネス モデ ル が 変容 する 中 で 、 日 本 
拠点 と し て も 利用 者 ニー ズ を より 的 確 に 捉え 、 利益 水準 の 維持 ・ 向 上 を 図る こと を 目指 し て いる 。 外国 金融 機関 は 、 こ の よう な 変化 に 対 
応 し て 、 適 切な 内 部 管理 態勢 を 確保 する こと が 求め られ る 

G-SIBs の 円 滑 な 破綻 処理 の た め の TLAC 国 際 規 制 の 実施 を 踏ま え 、 新 た な 破綻 処理 枠組 み を 踏ま えた 監督 対応 が 重要 


ビジ ネス モデ ル 変 容 に 伴う 日 本 拠点 の リス ク 変 化 を 捉え た 上 で 、 経 営 管理 、 法 令 等 遵守 、 リ スク 管理 及び 内 部 管理 の 各 態 勢 や ガバ ナ 
ンス に つい て モニ タリ ング を 実施 。 態勢 上 の 不備 が 認め られ た 外国 金融 機関 に 対し て は 、 適 切な 態勢 整備 を 求め る 


海外 当局 と の 連携 の 深化 に より 、 我が国 で 活動 する G-SIBs に 係る 危機 時 の 当局 及び G-SIBs の 対応 能力 を 強化 する 





(7 ) 資金 移動 業者 


資金 移動 業者 は 、 業 者 間 の 規模 格差 が 大 きく 、 ま た 、 ビ ジネス モデ ル に つい て も 様々 で ある た め 、 業 者 に よっ て 内 部 管理 体制 や リス ク 
の 所 在 が 異な る 。 また 、 今 後 、 キ ャ ッシュ レス 化 の 一 層 の 進展 、 外 国人 の 利用 の 増加 等 に より 、 更 な る 参入 や 新た な サー ビス の 展開 及 
ひび 資金 移動 業 を 取り 巻く リス ク の 大 き な 変 動 も 予想 され る 


資金 移動 業者 に よる 適切 な サー ビス の 実施 を 確保 し 、 利 用 者 を 保護 し て いく た め 、 経 営 環境 や リス ク の 変化 に 適時 に 対応 で きる 経営 管 
理 、 内 部 管理 体制 の 充実 等 を 更に 促す こと が 重要 


資金 移動 業者 の ビジ ネス モデ ル や 外国 人 利用 の 今後 の 展開 、 利 用 実態 等 を 把握 ・ 分 析 し 、 新 た な 業務 展開 や リス ク の 変化 を 踏ま は えた 
リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ に 基づく モニ タリ ング を 継続 


特に 、 送 金 資金 に 係る 保全 管理 、 シ ステ ムリ スク 管理 ・ セ キュ リティ 対策 、 マ ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 に つい て は 、 資 金 移 動 業 者 の 規 
模 ・ 特 性 を 踏ま えつ つ 、 内 部 管理 体制 の 充実 等 に 向け た モニ タリ ング と 対話 の 強化 を 図る 
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